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ご 挨 拶
株主の皆様には、平素より格別の

ご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

ここに、第96期中間期の会社概況に

ついてご報告申し上げます。

▪第96期中間期の業績について
当第２四半期連結累計期間（2019年４月～2019年９月）

における当社グループを取りまく経営環境は、自動車業界に
おいて、国内は底堅く推移したものの、海外は米中貿易摩擦
等の影響により、北米、中国市場に加え、東南アジアや欧州
市場においても生産台数が減少しています。建設機械業界に
おいては、国内では主要顧客の生産減とこれに伴う在庫調整
の動きが見られ、海外ではインドネシア等東南アジアの一部
地域で需要が低迷し、また産業機械・工作機械業界において
も、内需・外需ともに需要が大幅に減少しており、回復時期
の見通しは不透明な状況にあります。
　このような状況下、当第２四半期連結累計期間の売上高は、
前年同期比29億３千６百万円（4.7％）減収の601億６千９ 
百万円となりました。営業利益は、前年同期比７億５千６百万
円（91.0％）減益の７千４百万円となりました。
　また、親会社株主に帰属する四半期純損失は、海外子会
社において減損損失として特別損失148億５千１百万円を計上
したことにより、143億１千万円の損失となりました。
　下期は、国内の建設機械需要のさらなる減少と、海外ばね
子会社、インドネシア特殊鋼鋼材子会社での販売減が継続す
る見通しであることから、通期の売上高は1,200億円、また、
減損損失の計上により償却負担が軽減されるものの、販売減
の影響により、営業利益0億円、経常損失13億円、親会社
株主に帰属する当期純損失は上記減損損失の計上等により
160億円を予想しております。
　今回の減損を伴う大きな当期赤字の背景としまして、外部
環境悪化の影響に加え、海外拠点展開を加速するあまり、工
場建設・安定調達・技術開発を同時に進める当初計画に対し、

事業リスク発生時の対応が十分でなく、安定調達や技術開発
の問題発生に対する抜本的解決が遅れたことを反省しており
ます。
　事業環境が急激に変化し競合関係も激化していることから、
現在当社では、事業構造改革に着手するとともに、「2016中
期経営計画」を１年前倒しで見直し、「2020～2022年の次
期中期経営計画」の作成を進めており、来年５月を目途に公
表いたします。
　当社といたしましては、当年度において多額の減損損失を
計上し、当期純損失の見通しとなったことを重く受け止め、役
員報酬の一部返上を決定いたしました。既に事業構造改革に
着手し、拠点の統廃合の検討及び新規投資の見直しに加え、
緊急業績対策として、グループ全体の人員圧縮をはじめ、試
験研究費や修繕費等の固定費削減を行っております。
　剰余金の配当につきましては、2020年３月期の業績予想が、
上記のとおり経常損失並びに親会社株主に帰属する当期純損
失の見込みとなることから、誠に遺憾ではございますが、当
期の中間配当及び期末配当を無配に修正させていただきます。
株主の皆様には深くお詫び申し上げますとともに、早期に復
配できるよう努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご理解とご支援を
賜りますようお願い申し上げます。

2019年12月

取締役社長
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特 殊 鋼 鋼 材 事 業 ば ね 事 業
売上高構成比

▪事業の状況について
　国内事業における建設機械及び産業機械・工作機械メーカー
の需要低迷による売上げの減少が大きく影響し、インドネシア海
外事業の売上増加があったものの、売上高は、前年同期比19
億９千４百万円（6.3％）減収の296億６千１百万円となりました。
営業利益は、国内事業においては、売価改善効果と来年度の
高炉改修に備えた在庫積上げによる生産増の効果があったもの
の、販売数量減が大きく影響し、また、海外事業では、インドネ
シア経済減速による受注量低迷に加え新規受注品トラブルによ
るコスト増により、前年同期比２億２千８百万円（21.0％）減益
の８億５千９百万円となりました。
　通期では、減損損失の計上によりインドネシア海外子会社の
償却費負担が軽減されるものの、国内の主要顧客である建設機
械及び産業機械の生産減と、これに伴う在庫調整が継続する見
通しであること等から、売上高560億円、営業利益9億円とな
る見込みです。
　今後、国内事業では、来年度の高炉改修があるものの 
日本製鉄株式会社殿との協業深化を進めてまいります。また、
海外事業では、品質改善と大幅な人員削減を伴うコストダウン
に加え、顧客への承認活動も進展しており、製品の拡販を通じ
て事業を軌道に乗せてまいります。

▪事業の状況について
　北米子会社をはじめとした海外子会社での自動車向け
販売減及び為替の影響により、また建設機械向けの需要
低迷もあり、売上高は、前年同期比13億４千５百万円

（5.4％）減収の233億９千３百万円となりました。営業利
益は、北米子会社において、売上減に加え新製品の生産
トラブルによりコストが増加したことと、欧州子会社でも
自動車需要の低迷の影響を受けたことにより、前年同期
比５億４千８百万円減益の９億９千６百万円の損失（前年同
期は営業損失４億４千７百万円）となりました。
　通期では、減損損失の計上により海外子会社の償却費
負担が軽減されるものの、売上減が継続する見通しであ
ること等から、売上高485億円、営業損失13億円となる
見込みです。
　今後、海外拠点の統廃合を行うとともに体制整備を進
め、調達や新規品立上げプロセスの改善と軽量化技術開
発の加速を通じた拡販により、事業を再建してまいります。
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素 形 材 事 業 機 器 装 置 事 業

▪事業の状況について
　中国市場の低迷による特殊合金粉末等の出荷量減と、
サーチャージ合金価格の変動に伴う売価下落の影響が大
きく、売上高は、前年同期比10億４千１百万円（18.1％）
減収の47億１千１百万円となりました。営業利益は、マ
ザー工場立ち上げに関わる費用負担に、特殊合金粉末の
出荷量減少が重なり、前年同期比９千８百万円減益の
２千５百万円の損失（前年同期は営業利益７千２百万円）
となりました。
　通期では、引き続き中国経済の低迷による需要減に加
え、マザー工場の立ち上げに関わる費用負担もあること
等から、売上高100億円、営業利益1億円となる見込み
です。
　今後、マザー工場の立ち上げにより新製品の開発、品
質向上、コスト改善を加速していきます。

▪事業の状況について
　新分野の海洋機器関連製品等の売上増により、売上高
は、前年同期比８億９千８百万円（24.3％）増収の45
億９千８百万円となりました。営業利益は、売上げの増加
により、前年同期比８千３百万円（144.7％）増益の
１億４千１百万円となりました。
　通期では、厳しい受注環境が予想され、採算性低下等
の悪化要因はあるものの、洋上風力発電関連製品の伸長
による増収効果や、前期に計上した電力機器製品の一過
性在庫調整コストが無くなること等から、売上高100億円、
営業利益3億円となる見込みです。
　今後、洋上風力発電関連製品など当社の強みである油
圧技術を活用した新製品で事業拡大を図ってまいります。
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減損損失について
減損損失

特殊鋼鋼材事業

　当第2四半期連結会計期間において、海外子会社における固定資産に係る減損損失148億円を計上いたしました。
減損損失の内訳は、以下のとおりです。

インドネシア鋼材事業　減損損失89億円

減 損 の 背 景 ・インドネシア経済の減速による受注量の低迷
・新規受注品の立上げトラブル等による生産コストの上昇

施 策
インドネシア鋼材事業は、品質改善と大幅な人員削減を伴うコストダウンに加え、
顧客への承認活動も進展しております。今後さらに丸鋼の拡販を進め、あわせて
ばね事業とのシナジーによる平鋼の拡販により、事業を軌道に乗せてまいります。

ばね事業
海外ばね事業　減損損失54億円

減 損 の 背 景
・保護貿易主義の台頭による資材価格の上昇
・自動車メーカーのグローバル生産体制の見直し
・世界的な景況感の悪化
・北米ばね子会社における新規受注品の立上げトラブルによる生産コストの上昇

施 策
ばね事業は、海外拠点の統廃合を行うとともに体制整備を進め、調達や新規品立
上げプロセスの改善と軽量化技術開発の加速を通じた拡販により、事業を再建し
てまいります。

素形材事業
タイ素形材事業　減損損失３億円

減 損 の 背 景 ・ディーゼル用ターボチャージャー部品の受注が減少

施 策 タイ素形材事業は、千葉マザー工場を活用して競争力を強化し、ガソリン用ター
ボチャージャー部品の拡販に注力し、業績改善に努めてまいります。
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緊急施策・中期経営計画・配当について
緊急施策

▷	役員報酬の一部返上
▷	事業構造改革に着手

拠点の統廃合の検討及び新規投資の見直し
▷	緊急業績対策の実行

人件費：グループ全体での人員圧縮
償却費：設備投資のさらなる厳選、圧縮
その他：試験研究費、修繕費等で不急なものを圧縮

2019年度
下期効果額
２億円

　現在当社では、事業構造改革に着手するとともに、「2016中期経営計画」を１年
前倒しで見直し、「2020～2022年の次期中期経営計画」の作成を進めており、来年
５月を目途に公表いたします。

配当について

中期経営計画について

　剰余金の配当につきましては、2020年３月期の業績予想が、経常損失並びに親会社
株主に帰属する当期純損失の見通しとなることから、誠に遺憾ではございますが、当期
の中間配当及び期末配当を無配に修正させていただきます。
　株主の皆様には深くお詫び申し上げますとともに、早期に復配できるよう努めてまい
りますので、引き続きご支援賜りますようお願い申し上げます。
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トピックス
マザー工場を形成し、グローバル開発基盤を強化

全社的重大リスクの軽減・回避体制を確立

　当社グループでは、中長期的な企業価値の向上を図るべく、特殊鋼鋼材事業・ばね事業・素形材事業・技術開発
センターが一体となり千葉製作所のマザー工場化を進めています。その一環として、さらなる研究開発を推し進め
ており、「アドバンスト・マテリアルズ・センター」を新設して、VIM(真空溶解炉)やガスアトマイズ量産設備等を
導入しています。これにより、「付加価値を素材から創る」モデルを構築してまいります。
　2020年度までには全ての設備が稼働する予定で、マザー工場が中心となり、グローバル開発基盤を強化してまいります。

　当社グループでは、本年７月、リスク管理体制のさらなる推進・強化のため、ガバナンス、コンプライアンス等
の管理を統括する「リスク管理委員会」を設置いたしました。また、「リスク管理規程」を制定し、全社的重大リ
スクの軽減及び回避に向けた施策を議論する仕組みを構築しています。
　既設では、事業計画及びリスクを精査し経営判断に資するための「投融資委員会」、海外事業の支援強化の一環
として「グローバル管理支援室」を設置しており、当社グループは、損失の最小化と利益の最大化を図り、持続的
な成長を通じて社会的責任を果たすため、リスクの適切な把握及び管理を行っていきます。

■リスク管理体制
取締役会
代表取締役

投融資委員会
承認・否認・意見 承認・否認報告・付議

付議

報告 決定

報告 決定

リスク管理事務局

リスク対応所管組織
（所管部署・分科会・ワーキンググループ・

プロジェクト等）

リスク管理委員会

本社各部門・各事業所・グループ会社

経営会議

千葉製作所内

「アドバンスト・マテリアルズ・センター」の役割

VIMの導入
（真空溶解炉）
新素材の開発

素
形
材
特
殊
鋼
鋼
材

ば
ね

マザー工場化　建屋改修2018年12月完了

先端技術の研究開発 エンジニア育成 グローバル開発基盤の強化
技術力の向上、品質管理強化

技術開発センター
●耐熱鋼の開発
●ガスアトマイズ粉末の開発
　（金属3Dプリンター用微粉末）

●真空溶解炉の新設
●高清浄度ワーキンググループ設置

●ばね材の高応力対応
　材料開発・加工技術開発等
●電気自動車への対応
　EVプロジェクト開始

●精密鋳造ラインの導入
●ガスアトマイズ量産設備の導入
　3Dプリンターの導入を検討

●ばね量産試作ライン
　スタビライザコンパクトライン完成
●高応力中空スタビライザの検討

●MSRタンディッシュ
　誘導加熱装置設置

特殊鋼鋼材・ばね・素形材・技術開発センター一体となって
「付加価値を素材から創る」マザー工場を形成

VIM設置工事の様子

ガスアトマイズ粉末

中空スタビライザ
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連結損益計算書の要旨

（単位:百万円）

科　　目 前年度末 当第２四半期末 科　　目 前年度末 当第２四半期末
（2019年３月31日） （2019年９月30日） （2019年３月31日） （2019年９月30日）

（資産の部）

流動資産

固定資産

　有形固定資産

　無形固定資産

　投資その他の資産

88,396

64,930

39,460

11,905

13,564

80,397

51,805

36,714

1,468

13,623

（負債の部）

流動負債 46,136 43,852

固定負債 39,837 38,350

負債合計 85,973 82,202

（純資産の部）

純資産合計 67,353 50,001

資産合計 153,327 132,203 負債純資産合計 153,327 132,203

連結貸借対照表の要旨

（単位:百万円）

科　　目
前第２四半期(累計) 当第２四半期(累計)
2018年４月１日〜
2018年９月30日

2019年４月１日〜
2019年９月30日

売上高 63,105 60,169

営業利益 831 74

経常利益又は経常損失 332 △404

税金等調整前四半期
純利益又は四半期純損失 639  △15,822

四半期純利益
又は四半期純損失 △116  △17,005

親会社株主に帰属する四半期
純利益又は四半期純損失 296 △14,310

連結キャッシュ・フロー計算書の要旨
（単位:百万円）

科　　目
前第２四半期(累計) 当第２四半期(累計)
2018年４月１日〜
2018年９月30日

2019年４月１日〜
2019年９月30日

営業活動による
キャッシュ・フロー △433 △472 

投資活動による
キャッシュ・フロー △3,606 △4,806 

財務活動による
キャッシュ・フロー △4,365 956 

現金及び現金同等物に
係る換算差額 80 △66

現金及び現金同等物の
増減額 △8,324 △4,388

現金及び現金同等物の
期首残高 28,373  26,091

現金及び現金同等物の
四半期末残高 20,049 21,703

連結財務諸表
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当社グループの概況（2019年9月30日現在）

当社の所有者別株式数（2019年９月30日現在）

当社の役員（2019年9月30日現在）

所有者 株数(千株) 構成比(%)
■ 金融機関 4,630 30.0
■ 金融商品取引業者 265 1.7
■ 事業法人・その他法人 3,061 19.8
■ 外国法人等 3,565 23.1
■ 個人・その他 3,914 25.4
(注) 構成比は、自己株式271千株を控除して計算しております。

なお、自己株式には「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式
（53千株）は含んでおりません。

合計
15,709千株

2019年度
中間

2018年度
中間

2017年度
期末

2018年度
期末

金融機関
金融商品
取引業者
事業法人・
その他法人

外国法人等

個人・
その他

本 社 東京都中央区月島四丁目16番13号
設 立 1949年12月
資 本 金 100億3百万円
研 究 所 技術開発センター、技術開発センター室蘭分室
事 業 所 千葉製作所、広田製作所
支 社 中部（名古屋）、西日本（大阪）
営 業 所 福岡、広島

アフターパーツ補給サービスセンター全国16ヵ所
海外事務所 デュッセルドルフ（ドイツ）
子 会 社 国内

  三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社
  三菱長崎機工株式会社
  菱鋼運輸株式会社
海外
  PT. MSM INDONESIA
  PT. JATIM TAMAN STEEL MFG.
  MSSC CANADA INC.
  MSSC US INC.
  MSSC MFG MEXICANA, S.A. DE C.V.
  MSSC Ahle GmbH
  寧波菱鋼弾簧有限公司
  MSM SPRING INDIA PVT. LTD.
  MSM CEBU, INC.
  MSM（THAILAND）CO.,LTD.

＊取 締 役 社 長 佐　藤 基　行
＊常 務 取 締 役 永　田 裕　之
　取 締 役 髙　島 正　之
　取 締 役 菱　川 　　明
　取 締 役 関　根 博　士
　取 締 役 天　野 　　裕
　取 締 役 高　山 　　淳
　取 締 役 山　尾 　　明
　取 締 役 山　口 　　淳
　常 勤 監 査 役 坂　本 泰　邦
　常 勤 監 査 役 永　井 岳　司
　監 査 役 関　根 修一郎
　監 査 役 中　川 徹　也

（注）	1. ＊印は代表取締役であります。
	 2. ‌�髙島正之、菱川　明、坂本泰邦、関根修一郎、中川徹也の５氏

は会社法に定める社外役員であり、独立役員として株式会社東
京証券取引所に届け出ております。

会社概要
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株主メモ

（ご注意）
1．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関(証券会社等)で承る

こととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人(三菱UFJ信託銀行)ではお取り扱いできませんの
でご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座
管理機関(三菱UFJ信託銀行)にお問合せください。

　  なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

（注）‌�本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 6月

同 総 会 権 利 行 使
株 主 確 定 日 3月31日

期 末 配 当 の 基 準 日 3月31日

中 間 配 当 の 基 準 日 9月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
℡0120-232-711（通話料無料）（平日9:00-17:00）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL https://www.mitsubishisteel.co.jp/
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。https://www.mitsubishisteel.co.jp/

　三菱製鋼の会社紹介ビデオを制作し、当社ウェブサイト上で公開を開始しました。
　当社の歴史や各事業の製品・ものづくりを、製造工程等を交えながら紹介しており、ウェブ
サイト等では伝わりづらい、当社のものづくりをよりわかりやすく知っていただける内容と
なっております。
　当社のプロモーションムービーを、ぜひ一度ご覧ください。

　会社紹介ビデオは、当社ホームページ内「映像でわかる三菱製鋼」ページよりご覧いただけます。

会社紹介ビデオを制作　ウェブサイト上で公開を開始しました

URL： https://www.mitsubishisteel.co.jp/video/


